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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
少なくとも一方が電極を有する対向配置された一対の基板と、該基板間に配置され、配向
制御された液晶層とを有し、前記電極により、該電極を有する基板に対し平行な成分を含
む電界が形成される液晶セル、及び前記液晶層を挟持して配置された一対の偏光板を少な
くとも有する液晶表示装置であって、前記液晶セルが、３つの絵素領域及び前記３つの絵
素領域上に配置されたカラーフィルタを含み、前記３つの絵素領域上に配置されたカラー
フィルタのうち、少なくとも２つの絵素領域上に配置されたカラーフィルタのＲｔｈが互
いに異なり、
前記３つの絵素領域上に配置されたカラーフィルタの最大透過率をとる主波長を小さい方
から順にλ1、λ2及びλ3（単位ｎｍ）とした時、前記カラーフィルタのＲｔｈが、下記
式（Ｉ）及び（ＩＩ）を満たし、
　式（Ｉ）　：　Ｒｔｈ（λ3）　＞　Ｒｔｈ（λ2）
　式（ＩＩ）　：　Ｒｔｈ（λ1）　＞　Ｒｔｈ（λ2）；
並びに前記カラーフィルタが、下記式(III)及び(IV)を満足する
　（III）０≦Ｒｅ（６３０）≦１０、かつ、｜Ｒｔｈ（６３０）｜≦２５
　（IV）｜Ｒｅ（４００）－Ｒｅ（７００）｜≦１０、かつ、｜Ｒｔｈ（４００）－Ｒｔ
ｈ（７００）｜≦３５
（上記式（Ｉ）及び（ＩＩ）中、Ｒｅ（λ）は、波長λｎｍにおける正面レタデーション
値（ｎｍ）を表し、Ｒｔｈ（λ）は、波長λｎｍにおける膜厚方向のレタデーション値（
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ｎｍ）を表す。）
ことを特徴とする液晶表示装置。
【請求項２】
ＩＰＳ又はＦＦＳモードであることを特徴とする請求項１に記載の液晶表示装置。
【請求項３】
前記基板に対して平行な成分を含む電界が、層を異にして配置された少なくとも一方が透
明な一対の電極により発生することを特徴とする請求項１又は２に記載の液晶表示装置。
【請求項４】
　前記一対の偏光板の双方が、偏光フイルムと該偏光フイルムの少なくとも一方の面に設
けられた保護フイルムとを有し、該保護フイルムが液晶セルと前記偏光フイルムとの間に
配置されていることを特徴とする請求項１～３のいずれか１項に記載の液晶表示装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、広視野角特性、広い視野角において優れた色再現性を有する液晶表示装置に
関する。
【背景技術】
【０００２】
　液晶表示素子（液晶表示パネルとも呼ばれる）やエレクトロルミネセンス素子（用いる
蛍光材料により有機系、無機系に別れる、以下、ＥＬ素子）、電界放出素子（Ｆｉｅｌｄ
　Ｅｍｉｓｓｉｏｎ　Ｄｅｖｉｃｅ、以下、ＦＥＤ素子）、電気泳動素子等を用いた表示
装置は、ブラウン管（ＣＲＴ：Ｃａｔｈｏｄｅ　Ｒａｙ　Ｔｕｂｅ）のように表示画面の
裏側に電子線を２次元的に走査するための空間（真空筐体）を設けることなく画像表示を
行う。従って、これらの表示装置は、ブラウン管に比べて、薄く軽量であること、消費電
力が低いこと等の特徴を持つ。これらの表示装置は、その外観上の特徴からフラット・パ
ネル・ディスプレイ（Ｆｌａｔ　Ｐａｎｅｌ　Ｄｉｓｐｌａｙ）と呼ばれることがある。
【０００３】
　液晶表示素子、ＥＬ素子、又は電界放出素子等を用いた表示装置は、ブラウン管に対す
る上述の利点から、ノートパソコン、パソコン用モニターなどのＯＡ機器、携帯端末、テ
レビなど各種用途においてブラウン管を用いた表示装置に代わり広く普及しつつある。ブ
ラウン管からフラット・パネル・ディスプレイへの置き換えが進んだ背景には、液晶表示
素子やＥＬ素子等の視野角特性や表示色再現性領域の拡大等の画質向上といった技術革新
がある。また最近はマルチメディアやインターネットの普及により、動画表示性能の向上
もある。さらには電子ペーパーや大型の公共、広告用情報ディスプレイといったＣＲＴに
は実現できない分野への進出もある。
【０００４】
　液晶表示装置は、通常、液晶セルと液晶セルに表示信号電圧を送る駆動回路、バックラ
イト（背面光源）、及び入力画像信号を駆動回路に送る信号制御システムを含み、これら
を合せて液晶モジュールと呼ぶ。
　液晶セルは、通常、液晶分子、それを封入、挟持するための二枚の基板及び液晶分子に
電圧を加えるための電極層からなり、さらにその外側に偏光板が配置される。偏光板は、
通常、保護膜と偏光膜とからなり、ポリビニルアルコールフイルムからなる偏光膜をヨウ
素にて染色し、延伸を行い、その両面を保護膜にて積層して得られる。透過型液晶表示装
置では、この偏光板を液晶セルの両側に取り付け、さらには一枚以上の光学補償シートを
配置することもある。また、反射型液晶表示装置では、通常、反射板、液晶セル、一枚以
上の光学補償シート及び偏光板の順に配置する。液晶セルは、液晶分子の配向状態の違い
で、ＯＮ－ＯＦＦ表示を行い、透過型、反射型及び半透過型のいずれにも適用できる。
【０００５】
　光の波長毎に最適な値に光学的性質が設計された光学補償シートを用いると、視野角に
依存した色変化の少ない液晶表示装置を提供することができる。これら従来の液晶表示装
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置では、光学補償フイルムのレタデーションの波長分散を制御することで、色変化を改善
しようと試みられている（特許文献１）。またカラーフィルタの面内レタデーション値（
Ｒｅ）を色ごとに変えることにより、表示色のバランスをとることも試みられている（特
許文献２）。
【特許文献１】特開平２００２－２２１６２２号公報
【特許文献２】特開平５－１９６９３１号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　しかし前記液晶表示装置では、全ての波長で改善することができず、また、斜め方向か
らの着色を改善できない。
　従って、本発明は、広い視野角において優れた色再現性を有する液晶表示装置を提供す
ることを課題とする。
　また、黒表示時に斜めから観察すると、青色や赤色に着色するいわゆるカラーシフトの
問題が解決されていなかった。
　従って、本発明は、黒表示時に斜めから観察した場合においても、カラーシフトが観察
されない、又はカラーシフトが軽減された液晶表示装置を提供することを課題とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　上記課題を解決するための手段は以下の通りである。
［１］　少なくとも一方が電極を有する対向配置された一対の基板と、該基板間に配置さ
れ、配向制御された液晶層とを有し、前記電極により、該電極を有する基板に対し平行な
成分を含む電界が形成される液晶セル、及び前記液晶層を挟持して配置された一対の偏光
板を少なくとも有する液晶表示装置であって、前記液晶セルが、３つの絵素領域及び前記
３つの絵素領域上に配置されたカラーフィルタを含み、前記３つの絵素領域上に配置され
たカラーフィルタのうち、少なくとも２つの絵素領域上に配置されたカラーフィルタのＲ
ｔｈが互いに異なることを特徴とする液晶表示装置。
［２］　前記カラーフィルタの前記３つの絵素領域のそれぞれに対応して最大透過率をと
る主波長を小さい方から順にλ1、λ2及びλ3（単位ｎｍ）とした時、前記カラーフィル
タのＲｔｈが、下記式（Ｉ）を満たすことを特徴とする［１］の液晶表示装置：
　式（Ｉ）　：　Ｒｔｈ（λ3）　＞　Ｒｔｈ（λ2）　。
［３］　前記３つの絵素領域上に配置されたカラーフィルタの最大透過率をとる主波長を
小さい方から順にλ1、λ2及びλ3（単位ｎｍ）とした時、前記カラーフィルタのＲｔｈ
が、下記式（II）を満たすことを特徴とする［１］又は［２］の液晶表示装置：
　式（ＩＩ）　：　Ｒｔｈ（λ1）　＞　Ｒｔｈ（λ2）　。
［４］　前記基板に対して平行な成分を含む電界が、層を異にして配置された画素電極と
対向電極によって発生する、[１］～［３］のいずれかの液晶表示装置。
［５］　前記基板に対して平行な成分を含む電界が、層を異にして配置された少なくとも
一方が透明な一対の電極と、電圧が印加されない電極とによって発生することを特徴とす
る[１］～［４］のいずれかの液晶表示装置。
［６］　前記一対の偏光板の双方が、偏光フイルムと該偏光フイルムの少なくとも一方の
面に設けられた保護フイルムとを有し、該保護フイルムが液晶セルと前記偏光フイルムと
の間に配置されている[１］～［５］のいずれかの液晶表示装置。
【発明の効果】
【０００８】
　本発明によれば、広い視野角において優れた色再現性を有する液晶表示装置を提供する
ことができる。また、本発明によれば、黒表示時に斜めから観察した場合においても、カ
ラーシフトが観察されない、又はカラーシフトが軽減された液晶表示装置を提供すること
ができる。
【発明の実施の形態】
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【０００９】
　以下において、本発明の実施の形態について詳細に説明する。尚、本願明細書において
「～」とはその前後に記載される数値を下限値及び上限値として含む意味で使用される。
　また、本明細書において、Ｒｅ（λ）、Ｒｔｈ（λ）は各々、波長λにおける面内のレ
タデーションおよび厚さ方向のレタデーションを表す。Ｒｅ（λ）はＫＯＢＲＡ　２１Ａ
ＤＨまたはＷＲ（王子計測機器（株）製）において波長λｎｍの光をフイルム法線方向に
入射させて測定される。
　測定されるフイルムが１軸または２軸の屈折率楕円体で表されるものである場合には、
以下の方法によりＲｔｈ（λ）は算出される。
　Ｒｔｈ（λ）は前記Ｒｅ（λ）を、面内の遅相軸（ＫＯＢＲＡ　２１ＡＤＨまたはＷＲ
により判断される）を傾斜軸（回転軸）として（遅相軸がない場合にはフイルム面内の任
意の方向を回転軸とする）のフイルム法線方向に対して法線方向から片側５０度まで１０
度ステップで各々その傾斜した方向から波長λｎｍの光を入射させて全部で６点測定し、
その測定されたレタデーション値と平均屈折率の仮定値及び入力された膜厚値を基にＫＯ
ＢＲＡ　２１ＡＤＨまたはＷＲが算出する。
　上記において、法線方向から面内の遅相軸を回転軸として、ある傾斜角度にレタデーシ
ョンの値がゼロとなる方向をもつフイルムの場合には、その傾斜角度より大きい傾斜角度
でのレタデーション値はその符号を負に変更した後、ＫＯＢＲＡ　２１ＡＤＨまたはＷＲ
が算出する。
　尚、遅相軸を傾斜軸（回転軸）として（遅相軸がない場合にはフイルム面内の任意の方
向を回転軸とする）、任意の傾斜した２方向からレタデーション値を測定し、その値と平
均屈折率の仮定値及び入力された膜厚値を基に、以下の式（１）及び式（２）よりＲｔｈ
を算出することもできる。
【００１０】
【数１】

　式（２）
　　Ｒｔｈ＝（（ｎｘ＋ｎｙ）／２－ｎｚ）×ｄ
注記：
　式中、Ｒｅ（θ）は、法線方向から角度θ傾斜した方向におけるレタデーション値を表
す。
　また、式中、ｎｘは面内における遅相軸方向の屈折率を表し、ｎｙは面内においてｎｘ
に直交する方向の屈折率を表し、ｎｚはｎｘ及びｎｙに直交する方向の屈折率を表す。
【００１１】
　測定されるフイルムが１軸や２軸の屈折率楕円体で表現できないもの、いわゆる光学軸
（ｏｐｔｉｃ　ａｘｉｓ）がないフイルムの場合には、以下の方法によりＲｔｈ（λ）は
算出される。
Ｒｔｈ（λ）は前記Ｒｅ（λ）を、面内の遅相軸（ＫＯＢＲＡ　２１ＡＤＨまたはＷＲに
より判断される）を傾斜軸（回転軸）としてフイルム法線方向に対して－５０度から＋５
０度まで１０度ステップで各々その傾斜した方向から波長λｎｍの光を入射させて１１点
測定し、その測定されたレタデーション値と平均屈折率の仮定値及び入力された膜厚値を
基にＫＯＢＲＡ　２１ＡＤＨまたはＷＲが算出する。
　上記の測定において、平均屈折率の仮定値は　ポリマーハンドブック（ＪＯＨＮ　ＷＩ
ＬＥＹ＆ＳＯＮＳ，ＩＮＣ）、各種光学フイルムのカタログの値を使用することができる
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。平均屈折率の値が既知でないものについてはアッベ屈折計で測定することができる。主
な光学フイルムの平均屈折率の値を以下に例示する：
　セルロースアシレート（１．４８）、シクロオレフィンポリマー（１．５２）、ポリカ
ーボネート（１．５９）、ポリメチルメタクリレート（１．４９）、ポリスチレン（１．
５９）である。
　これら平均屈折率の仮定値と膜厚を入力することで、ＫＯＢＲＡ　２１ＡＤＨまたはＷ
Ｒはｎｘ、ｎｙ、ｎｚを算出する。この算出されたｎｘ，ｎｙ，ｎｚよりＮｚ＝（ｎｘ－
ｎｚ）／（ｎｘ－ｎｙ）が更に算出される。
【００１２】
　本明細書において、角度について、「＋」は反時計周り方向を意味し、「－」は時計周
り方向を意味するものとする。また、液晶表示装置上方向を１２時方向、下方向を６時方
向としたときに、角度方向の絶対値０°方向とは３時方向（画面右方向）を意味すること
とする。また、「遅相軸」は、屈折率が最大となる方向を意味する。また、「可視光領域
」とは、３８０ｎｍ～７８０ｎｍのことをいう。さらに、本明細書において、屈折率等の
測定波長は特別な記述がない限り、可視光域のλ＝５５０ｎｍでの値である。
　また、各軸・方向間の角度について、「平行」「垂直」「４５°」等という場合には、
「おおよそ平行」「おおよそ垂直」「おおよそ４５°」の意であり、厳密なものではない
。それぞれの目的を達成する範囲内での、多少のズレは許容される。例えば「平行」とは
、交差角がおおよそ０°ということであり、－１０°～１０°、好ましくは－５°～５°
、より好ましくは－３°～３°である。「垂直」とは、交差角がおおよそ９０°というこ
とであり、８０°～１００°、好ましくは８５°～９５°、より好ましくは８７°～９３
°である。「４５°」とは、交差角がおおよそ４５°ということであり、３５°～５５°
、好ましくは４０°～５０°、より好ましくは４２°～４８°である。
【００１３】
　また、本明細書では、「偏光膜（偏光フイルム）」及び「偏光板」を区別して用いるが
、「偏光板」は「偏光膜」の少なくとも片面に該偏光膜を保護する透明保護膜を有する積
層体を意味するものとする。
【００１４】
　本発明は、少なくとも一方が電極を有する対向配置された一対の基板と、該基板間に配
置され、配向制御された液晶層とを有し、前記電極により、該電極を有する基板に対し平
行な成分を含む電界が形成される液晶セル、及び前記液晶層を挟持して配置された一対の
偏光板を少なくとも有する液晶表示装置であって、前記液晶セルが、３つの絵素領域及び
前記３つの絵素領域上に配置されたカラーフィルタを含み、前記３つの絵素領域上に配置
されたカラーフィルタのうち、少なくとも２つの絵素領域上に配置されたカラーフィルタ
のＲｔｈが互いに異なることを特徴とする液晶表示装置に関する。
【００１５】
　それぞれの絵素領域に設けられたカラーフィルタの最大透過率をとる主波長を小さい方
から順にλ1、λ2、及びλ3（単位ｎｍ）、これらそれぞれの絵素領域におけるカラーフ
ィルタの厚み方向のレタデーションをＲｔｈとした時、下記式（Ｉ）又は（ＩＩ）を満足
するのが上記効果の点で好ましく、さらに、下記式（Ｉ）及び（ＩＩ）の双方を満足する
のが上記効果の点でより好ましい。
　式（Ｉ）　：　Ｒｔｈ（λ3）　＞　Ｒｔｈ（λ2）
　式（II）　：　Ｒｔｈ（λ1）　＞　Ｒｔｈ（λ2）
【００１６】
　以下、本発明の実施の形態を図面を参照して説明する。
　図１に示す液晶表示装置は、液晶セル（９～１３）、液晶セルを挟持して配置された上
側偏光板２１（１～６）と下側偏光板２２（１４～１９）、及び下側偏光板２２のさらに
外側に、光源となるランプ２０ａを含むバックライトユニット２０を有する。液晶セル（
９～１３）は、液晶セル上側基板９と液晶セル下側基板１２と、これらに挟持される液晶
層１１とを含む。下側基板１２は、その対向面に、電極層（図１中、不図示）を有し、該
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電極層は、基板１２の表面に対して平行な電界を液晶層に供与可能に構成されている。電
極層は通常透明なインヂウムチンオキサイド（ＩＴＯ）からなる。基板１２の電極層上及
び基板９の対向面には、液晶性分子１１の配向を制御する配向層（図１中不図示）が形成
され、駆動電圧非印加時においては、その表面に施されたラビング処理の方向１０及び１
３によって、液晶性分子１１の配向方向が制御されている。
【００１７】
　電極の形状、構成等については特に制限されず、液晶セルの基板に対して平行な電界を
形成可能である限り、いずれであってもよい。一般的に、ＩＰＳモード及びＦＦＳモード
の液晶表示装置に用いられている電極構成を利用することができる。例えば、層を異にし
て配置された画素電極と対向電極によって構成してもよいし、層を異にして配置された少
なくとも一方が透明な一対の電極と、電圧が印加されない電極とで構成してもよい。
【００１８】
　図２に、ＩＰＳモードの液晶標示装置の一例についての、ＯＦＦ状態及びＯＮ状態を模
式的に示す。なお、図２は、液晶表示装置の一画素の一部分を示しているものであり、各
部材の相対的な大きさ等は、実際のものと必ずしも一致していない。後述する図３におい
ても同様である。また、図２中、図１中の部材に対応する部材には同一の符号を付した。
後述する図３においても同様である。
　図２中、基板１２の対向面に形成された複数の線状電極層２４は、電圧印加時に基板１
２の平面に平行な電界成分を含む電界２３を形成する。電圧無印加時又は低電圧印加時（
ＯＦＦ状態）には、液晶性分子１１は、基板９及び１２の対向面のラビング軸（図１にお
いて１０及び１３）によって、線状電極層２４の長手方向に対して若干の角度を持つよう
に配向制御されている。なお、この場合の液晶の誘電異方性は正を想定している。線状電
極層２４に電圧を印加した状態（ＯＮ状態）では、基板９及び１２に平行な成分を含む電
界２３が形成され、液晶性分子１１はその長軸を電界方向と一致させて配向する。なお、
基板１２の表面に対する電界方向２３のなす角は、好ましくは２０度以下で、より好まし
くは１０度以下で、すなわち、実質的に平行であることが望ましい。本明細書では２０度
以下のものを総称して平行電界と表現する。また、線状電極層２４を上下基板に分けて形
成しても、一方の基板にのみ形成してもその効果は変わらない。
【００１９】
　図３に、ＦＦＳモードの液晶標示装置の一例についての、ＯＦＦ状態及びＯＮ状態を模
式的に示す。なお、図２中と同一の部材には同一の番号を付し、詳細な説明は省略する。
　図３では、電極は、上層の電極層２４と下層の電極層２６との２層構造となっていて、
絶縁層２５を介して層を異にして配置されている。電極層２６は、パターニングされてい
ない電極層であっても、線状などにパターニングされた電極層であってもよい。上層の電
極層２４は線状であるのが好ましいが、下層電極層２６からの電界が通過できる形状であ
れば、網目状、スパイラル状及び点状などいずれでもよい。電位が中立なフローティング
電極をさらに追加してもよい。また絶縁層２５はＳｉＯや窒化膜などの無機材料からなる
層であっても、アクリルやエポキシ系等の有機材料からなる層であってもよい。上層の電
極層２４と下層の電極層２６とに電圧を印加することによって、基板９に対して平行な成
分を含む電界２３’が形成される。ＯＦＦ状態においては、ＩＰＳモードと同様、液晶性
分子１１は、基板９及び１２の対向面のラビング軸（図１において１０及び１３）にその
長軸を一致させて配向する。それに対し、ＯＮ状態では、基板９及び１２に平行な成分を
含む電界２３’が形成され、液晶性分子１１はその長軸を電界方向と一致させて配向する
。
【００２０】
　なお、図１には詳細な構造は示さないが、液晶セルの上側基板９又は下側基板１２の対
向面には、カラーフィルタが配置され、液晶セルは３つの絵素領域を含んでいる。例えば
、図１の液晶表示装置が、Ｒ層、Ｇ層及びＢ層からなるカラーフィルタを有する態様では
、３つの絵素領域はＲ層、Ｇ層及びＢ層がそれぞれ配置されたＲＧＢ領域となる。これら
の３つの着色層のうち、少なくとも２つの着色層、例えば、Ｇ層とＲ層、又はＧ層とＢ層
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、の厚さ方向のＲｔｈが互いに異なっている。３つの着色層のＲｔｈがそれぞれ互いに異
なっているのがより好ましい。Ｒ領域、Ｇ領域、Ｂ領域の最大透過率をとる主波長λR、
λG及びλBは、小さい順にλB、λG及びλRになる。Ｒ領域、Ｇ領域及びＢ領域における
カラーフィルタの厚み方向のレタデーションをＲｔｈとすると、下記関係式のいずれかを
満足しているのが好ましく、双方を満足しているのがより好ましい。
Ｒｔｈ（λR）　＞　Ｒｔｈ（λG）
Ｒｔｈ（λB）　＞　Ｒｔｈ（λG）
　かかる関係式を満足するため、例えば、Ｒ層の厚み（ｄr）、Ｇ層の厚み（ｄg）、及び
Ｂ層の厚み（ｄb）が互いに異なる（例えば、ｄr　＞　ｄg　、　ｄb ＞　ｄg の関係を
満足する）カラーフィルタを用いてもよい。
【００２１】
　再び図１において、液晶セルは、上側偏光板２１と下側偏光板２２との間に配置され、
上側偏光板２１及び下側偏光板２２は互いにその吸収軸４及び１７を直交にして配置され
る。上側偏光板２１を視認側偏光板とした場合、上側偏光板２１の吸収軸４は、電圧無印
加時（ＯＦＦ状態）における、液晶セル内の液晶性分子１１の異常光屈折率方向と直交す
るように積層するのが好ましい。上側偏光板２１は、偏光フイルム３と、その表面に配置
された保護フイルム１及び５とを有し、下側偏光板２２は、偏光フイルム１６と、その表
面に配置された保護フイルム１４及び１８とを有する。
　なお、偏光フイルムの表面に配置される保護フイルムは、一般的には延伸フイルムから
なり、ＭＤ（Mechanical direction）方向、もしくはＴＤ（Tenter direction）方向と一
致した方向に遅相軸を有する。一つの偏光フイルムの表面に配置される２つの保護フイル
ムの遅相軸方向は、図１中の上側偏光板２１の様に、互いに平行（図１中の２と６）であ
ってもよいし、図１中の下側偏光板２２の様に、互いに直交（図１中の１５と１９）して
いてもよい。
【００２２】
　図１において、下側偏光板２２の外側に配置されたバックライトユニット２０から光が
入射する場合を考える。電極（図１中不図示）に駆動電圧を印加しない非駆動状態（ＯＦ
Ｆ状態）では、液晶層中の液晶性分子１１は、基板９及び１２の面に対して概略平行に、
且つその長軸をラビング軸１０及び１３に略平行にして配向している。この状態では、偏
光フイルム１６によって所定の偏光状態となった光は、液晶性分子１１の複屈折効果を受
けず、その結果、偏光フイルム３の吸収軸４によってブロックされる。この時、黒表示と
なる。これに対して、電極（図１中不図示）に駆動電圧を印加した駆動状態（ＯＮ状態）
では、基板に対して平行な成分を含む電界が形成され、液晶性分子１１はその長軸を電界
の向きに一致させて配向する。その結果、偏光フイルム１８によって所定の偏光状態とな
った光は、液晶性分子１１の複屈折効果によって偏光状態が変化し、その結果、偏光フイ
ルム３を通過する。この時白表示となる。本発明では、カラーフィルタの厚み方向のレタ
デーションＲｔｈを各絵素領域ごとに異ならせているので、広い視野角で良好な色再現性
が得られ、且つ黒表示時の着色、いわゆるカラーシフトが軽減されている。
【００２３】
　図２のＩＰＳモードの液晶表示装置では、液晶層の配向制御方向（図１中、ラビング軸
１０及び１３）を、表示装置の上下方向、１２時－６時方向、として配置するのが好まし
く、上側偏光板と下側偏光板の吸収軸４及び１７も、１２時－６時方向に配置して、直交
させるのが好ましい。さらに、偏光フイルム３及び１６と、液晶層との間に配置される保
護フイルム５及び１４の遅相軸６及び１５も、１２時－６時で配置して、より近い位置に
配置された液晶セル用基板のラビング軸と平行にして配置するのが好ましい。かかる配置
は、黒表示時の漏れ光の低減や視角方向での着色の解消に有効である。
【００２４】
　さらに、図１に示す様に、上側偏光板２１の液晶セル側保護フイルム５と液晶層１１と
の間に光学異方性層７を配置してもよい。光学異方性層７のレタデーションの値は、液晶
層１１のΔｎ・ｄの値の２倍以下に設定するのが好ましい。なお、図１では、光学異方性
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層７を、上側偏光板２１の保護フイルム５と液晶層１１との間に配置した構成を示したが
、下側偏光板２２の保護フイルム１４と液晶層１１との間に配置してもよいし、また、双
方に配置してもよい。また、上側偏光フイルム３の保護フイルム５のレタデーションは、
下側偏光フイルム１６の保護フイルム１４のレタデーションより、Ｒｔｈが２０ｎｍ以上
大きいと、黒表示時の漏れ光の低減や視角方向での着色の解消に有効である。
【００２５】
　図３に示すＦＦＳ方式液晶表示装置では、液晶層の配向制御方向（図１中、ラビング軸
１０及び１３）を、表示装置の左右方向、３時－９時方向として配置するのが好ましく、
上側偏光板と下側偏光板の吸収軸４及び１７も、３時－９時方向に配置して、直交させる
のが好ましい。さらに、偏光フイルム３及び１６と、液晶層との間に配置される保護フイ
ルム５及び１４の遅相軸６及び１１も、３時－９時で配置して、より近い位置に配置され
た液晶セル用基板のラビング軸と平行にして配置するのが好ましい。かかる配置は、黒表
示時の漏れ光の低減や視角方向での着色の解消に有効である。さらに、図１に示す様に、
上側偏光板２１の液晶セル側保護フイルム５と液晶層１１との間に光学異方性層７を配置
してもよい。光学異方性層７のレタデーションの値は、液晶層１１のΔｎ・ｄの値の２倍
以下に設定するのが好ましい。なお、図１では、光学異方性層７を、上側偏光板２１の保
護フイルム５と液晶層１１との間に配置した構成を示したが、下側偏光板２２の保護フイ
ルム１４と液晶層１１との間に配置してもよいし、また、双方に配置してもよい。
【００２６】
　電極の形状及び配置については図２及び３に示す構成に限定されず、従来、ＩＰＳモー
ド及びＦＦＳモードに利用されているいずれの形状の電極及びその構成を利用することが
できる。例えば、より広視野角を得るために、線状電極（「くし歯電極」という場合があ
る）をジグザグの形状に配置してもよい。ただしこの場合は、電極の屈曲部で液晶層中の
液晶性分子の配向が乱れ、表示装置のコントラストが低下する場合がある。このコントラ
ストの低下を軽減するのに、偏光フイルム（図１中３及び１６）のセルロースアシレート
フイルム等からなる保護フイルム（図１中５及び１４）の遅相軸（図１中、６及び１５）
を、液晶層１１の平均配向制御方向（図１中１０及び１３）と１０°以内で交差させるの
が有効である。この様に配置すると、この配向乱れによる液晶層の位相差ムラを補償する
ことができ、表示の均一性を向上させることができる。さらにラビング処理による液晶分
子の配向乱れによる黒表示時の輝度ムラも、保護フイルムを、その遅相軸をラビング軸に
対して交差させて配置することで、レタデーションムラを自己補償して、輝度ムラを軽減
できる。
　これら液晶分子の配向乱れの平均の方向は元々の配向制御方向から概略５～１５°程度
ずれている。保護フイルムの遅相軸をその平均配向軸に交差させて，レタデーションを補
償することで表示ムラが軽減できる。なお、上記した様に、保護フイルムをその遅相軸を
交差させて配置する場合は、保護フイルムのＲｅ値が大きいと、ムラは軽減できても、黒
輝度絶対値が上昇し，コントラスト低下が発生してしまう場合があるので、Ｒｅの小さい
保護フイルムを用いるのが好ましい。
　さらに上記した通り、光学異方性層を配置し、その遅相軸や配向制御方向、平均の配向
方向を、液晶層の平均配向制御方向と１０°以内で交差させることでも同様にムラを低減
することができる。
【００２７】
　また、ＦＦＳモードは、視野角がＩＰＳモードより狭くなる傾向があり、また、電極端
で高電界が印加されるため液晶配向乱れが大きいという特徴がる。これらのことから、セ
ルロース氏レートフイルム等からなる保護フイルム（図１中５及び１４）の遅相軸（図１
中６及び１５）を液晶層１１の平均配向制御方向（図１中１０及び１３）と１０°以内で
交差させることによるムラ低減の効果はより大きくなる。
　なお、ＩＰＳモード及びＦＦＳモードのいずれの態様の液晶表示装置においても、視認
側及びバックライト側の偏光板の双方又はいずれか一方について、保護フイルムの遅相軸
と偏光フイルムとの吸収軸とが前記範囲でずれているのが好ましく、いずれか一方のみに
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ついて、保護フイルムの遅相軸と偏光フイルムとの吸収軸とが前記範囲でずれているのが
より好ましい。
【００２８】
　以下、本発明の液晶表示装置に使用可能な各部材等について詳細に説明する。
［液晶材料］
　本発明の液晶表示装置に用いられる液晶層を構成する液晶材料については特に制限され
ない。図１に示す構成の液晶表示装置には、例えば、液晶材料として、誘電率異方性△ε
が正のネマチック液晶を用いてもよい。液晶層の厚み（ギャップ）は、２．８μｍ超４．
５μｍ未満程度とするのが好ましい。液晶層のレタデーション（Δｎ・ｄ）を０．２５μ
ｍ超０．３２μｍ未満とすると、可視光の範囲内で波長依存性が殆どない透過率特性がよ
り容易に得られる。液晶性分子がラビング方向から電界方向に４５度回転したとき最大透
過率を得ることができる。なお、液晶層の厚み（ギャップ）はポリマビーズで制御してい
る。もちろんガラスビーズヤファイバー、樹脂製の柱状スペーサでも同様のギャップを得
ることができる。また液晶材料ＬＣは、ネマチック液晶であれば、特に限定したものでは
ない。誘電率異方性△εは、その値が大きいほうが、駆動電圧が低減でき、屈折率異方性
△ｎは小さいほうが液晶層の厚み（ギャップ）を厚くでき、液晶の封入時間が短縮され、
かつギャップばらつきを少なくすることができる。
【００２９】
［液晶セル］
　本発明の液晶表示装置に用いる液晶セルは、少なくとも一方が電極を有する対向配置さ
れた一対の基板と、該基板間に配置され、配向制御された液晶層とを有する。液晶セル用
基板の内側の対向面の双方に、液晶分子を配向させる配向膜を形成するのが好ましい。ま
た、いずれか一方の対向面に、カラーフィルタを形成するのが好ましい。さらに、液晶セ
ルの内側に偏光フイルムを配置してもよいし、また液晶層のレタデーションの光学補償に
寄与する光学異方性層を配置してもよい。また、２枚の基板間の距離（セルギャップ）を
保持するための柱状あるいは球状のスペーサを配置するのが一般的である。その他、反射
板、集光レンズ、輝度向上フイルム、発光層、蛍光層、燐光層、反射防止膜、防汚膜、ハ
ードコート膜等をセル内に配置してもよい。
【００３０】
　液晶セル用の基板は透明ガラス基板を用いるのが一般的であるが、より硬く高温に耐え
るシリコンガラス基板を用いてもよい。また耐熱性の優れたプラスチック基板、高分子材
料による基板を用いてもよい。変形可能な材料により基板を使用してフレキシブルやリー
ラブルディスプレイも有効である。さらに反射型表示装置では基板の一方が透明であれば
よく、他方にステンレス等の金属基板を用いることも可能である。
【００３１】
　本発明では、液晶表示装置は、３つの絵素領域を含む。例えば、カラーフィルタを有す
る、カラー表示を行う液晶表示装置では、光の３原色、赤、緑、青のサブピクセル（絵素
領域）が１組となり、通常１画素を形成する。また３色以上のサブピクセルで１画素を形
成する場合もある。本発明の一態様として、一画素を構成している各色のサブピクセルに
おいて、それぞれセルギャップが異なるマルチギャップの態様が挙げられる。
　また、１画素を複数の領域に分割するマルチドメインと呼ばれる構造にして、色バラン
スの調整や視野角特性の平均化を行ってもよい。
【００３２】
［カラーフィルタ］
　本発明では、液晶セルの一対の基板の一方の対向面に、カラーフィルタを配置するのが
好ましい。カラーフィルタについては特に制限されないが、例えば、赤色（Ｒ）、緑色（
Ｇ）及び青色（Ｂ）の各層を含むカラーフィルタを配置するのが好ましい。
　前述のように本発明の液晶表示装置では、前記液晶セルが、３つの絵素領域を含み、こ
れらのうち少なくとも２つの絵素領域のそれぞれに配置されたカラーフィルタのＲｔｈが
互いに異なる。３つの絵素領域のそれぞれに配置されたカラーフィルタのＲｔｈが互いに
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異なっているのがより好ましい。この構成を達成する好ましい手段の一つは、前記３つの
絵素領域のそれぞれに配置されたカラーフィルタの厚さのうち、少なくとも２つの絵素領
域に配置されたカラーフィルタの厚さを異なる厚さにすることが挙げられる。
　これによって前記３つの絵素領域のそれぞれに配置されたカラーフィルタのＲｔｈのう
ち、少なくとも２つの絵素領域のそれぞれに配置されたカラーフィルタのＲｔｈを、互い
に異ならせることができ、本発明の課題をより効果的に達成することができる。
【００３３】
　カラーフィルタは、例えば、以下の方法で作製することができる。先ず、透明基板上に
赤色、緑色、青色等の、目的に合せた着色画素を形成する。透明基板上に赤色、緑色、青
色等の着色画素を形成する方法としては、前述した染色法、印刷法、又は着色感光性樹脂
液をスピンコーター等で塗布後、フォトリソ工程でパターニングする着色レジスト法、さ
らにはラミネート法等が適宜利用できる。例えば、塗布工程を含む形成方法では、塗布量
を調整することで、厚さの異なるＲＧＢ層を有するカラーフィルタを形成できる。また、
ラミネート法を利用する場合は、厚さが異なる転写材料を用いることで、厚さの異なるＲ
ＧＢ層からなるカラーフィルタを形成できる。
【００３４】
　黒色感光性樹脂を用いてブラックマトリクスを形成する場合は、上記着色画素を形成し
た後にするのが好ましい。最初にブラックマトリクスを形成すると、光学濃度の高い黒色
感光性樹脂では、樹脂表面しか硬化しないため、次いで行われる現像処理、特に着色画素
を形成するため繰り返し行う現像処理により未硬化の樹脂が溶け出し（サイドエッチと称
する）、極端な場合には形成されたマトリクスが剥がれてしまうこともあるからである。
　これに対し、ブラックマトリクスを最後に形成すれば、ブラックマトリクスの周囲は着
色画素で囲まれていて、断面からは現像液が浸透しにくいため、サイドエッチが起こりに
くく、光学濃度の高いブラックマトリクスを形成できるという大きな利点がある。
　更に、着色画素形成用の着色層の形成をラミネート法で行う場合は、先にブラックマト
リクスを形成すると、着色画素が形成されるべき場所がブラックマトリクスでほぼ格子状
に閉じられているため、ラミネート時に気泡を巻き込み易いという問題があるが、後にブ
ラックマトリックスを形成すれば、かかる問題は生じないので好ましい。
【００３５】
　黒色感光性樹脂の感光波長域に対する着色画素の光透過率が２％を超える場合は、予め
着色画素の中に光吸収剤等を加え、その透過率を２％以下にすることが好ましい。この際
使用する光吸収剤としては公知の種々の化合物を用いることができる。例えば、ベンゾフ
ェノン誘導体（ミヒラーズケトン等）、メロシアニン系化合物、金属酸化物、ベンゾトリ
アゾール系化合物、クマリン系化合物等を挙げることができる。その中でも、光吸収性が
良好で、かつ２００℃以上の熱処理の後でも２５％以上の光吸収性能を保持するものが好
ましく、具体的には酸化チタン、酸化亜鉛、ベンゾトリアゾール系化合物、クマリン系化
合物が挙げられる。これらの中では、クマリン系化合物が耐熱性、光吸収性の両観点から
特に好ましい。尚、上述の２００℃以上の熱処理は、各画素を形成後、一層硬化させるた
めに行われるものである。
【００３６】
　次に、画素パターンを覆って透明基板全面に黒色感光性樹脂層を設けるが、これも黒色
感光性樹脂液をスピンコーターやロールコーターで塗布する方法、また、予め黒色感光性
樹脂液を仮支持体上に塗布することにより画像形成材料を作成し、画素パターン上にこの
黒色感光性樹脂層を転写する方法等が利用できる。
【００３７】
　次に、フォトマスクを介して黒色感光性樹脂層側から露光し、着色画素が存在しない遮
光部（ブラックマトリックス）の黒色感光性樹脂層を硬化させる。着色画素は、露光機の
アライメント誤差や基板の熱膨張の影響を受けて多少の位置ずれがあり、画素自体の太り
や細りがあって、設計寸法通りの間隔や大きさで配置されてはいないのが普通である。特
に大サイズの基板ではこの傾向が強くなる。したがって、設計画素間隔通りのフォトマス
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クで露光した場合、ブラックマトリックスが画素と重なる部分や、逆に画素との間に隙間
ができる部分が発生する。重なった部分は突起になり、隙間ができた部分は光漏れになる
ので何れも好ましくない。
【００３８】
　カラーフィルタが、下記条件を満たすものであるのが好ましい。
　（Ｉ）０≦Ｒｅ（６３０）≦１０、かつ、｜Ｒｔｈ（６３０）｜≦２５
　（ＩＩ）｜Ｒｅ（４００）－Ｒｅ（７００）｜≦１０、かつ、｜Ｒｔｈ（４００）－Ｒ
ｔｈ（７００）｜≦３５
（上記式（Ｉ）及び（ＩＩ）中、Ｒｅ（λ）は、波長λｎｍにおける正面レタデーション
値（ｎｍ）を表し、Ｒｔｈ（λ）は、波長λｎｍにおける膜厚方向のレタデーション値（
ｎｍ）を表す。）
　ここでＲｅは面内のレタデーションを表し、この数値は正面コントラスト比を低下させ
ないためになるべく０に近いことが好ましい。また０でない場合でも、Ｒｅの遅相軸と偏
光膜吸収軸と平行、あるいは直交させることが好ましい。
　Ｒｔｈは厚み方向のレタデーションを表し、正面コントラスト比低下に影響を与えず、
斜め方向の色調視野角改善に寄与する。カラーフィルタに上記条件のＲｔｈを付与するこ
とで、画素毎に視野角の光学補償をより完全に行うことができ、各表示モードの液晶表示
装置の斜め方向での着色現象を改善する（軽減する）ことができる。
【００３９】
　カラーフィルタのレタデーションは、例えば、カラーフィルタを転写材料を用いて作製
する場合は、転写材料の構成層である感光層や着色層にレタデーション上昇剤や低下剤を
添加することにより調整してもよい。
　レタデーション上昇剤の代表例としては、下記式で表される化合物及びこれに類似する
化合物が挙げられる。
【００４０】
【化１】

【００４１】
　レタデーション低下剤の例は、下記一般式（１３）で表される化合物がある。
【００４２】
【化２】

【００４３】
　上記一般式（１３）中、Ｒ11はアルキル基又はアリール基を表し、Ｒ12及びＲ13は、そ
れぞれ独立に、水素原子、アルキル基又はアリール基を表す。また、Ｒ11、Ｒ12及びＲ13

の炭素原子数の総和が１０以上であることが特に好ましい。Ｒ11、Ｒ12及びＲ13は置換基
を有していてもよく、置換基としてはフッ素原子、アルキル基、アリール基、アルコキシ
基、スルホン基及びスルホンアミド基が好ましく、アルキル基、アリール基、アルコキシ
基、スルホン基及びスルホンアミド基が特に好ましい。また、アルキル基は直鎖であって
も、分岐であっても、環状であってもよく、炭素原子数１～２５のものが好ましく、６～
２５のものがより好ましく、６～２０のもの（例えば、メチル基、エチル基、プロピル基



(12) JP 4897341 B2 2012.3.14

10

20

30

40

50

、イソプロピル基、ブチル基、イソブチル基、ｔ－ブチル基、アミル基、イソアミル基、
ｔ－アミル基、ヘキシル基、シクロヘキシル基、ヘプチル基、オクチル基、ビシクロオク
チル基、ノニル基、アダマンチル基、デシル基、ｔ－オクチル基、ウンデシル基、ドデシ
ル基、トリデシル基、テトラデシル基、ペンタデシル基、ヘキサデシル基、ヘプタデシル
基、オクタデシル基、ノナデシル基、ジデシル基）が特に好ましい。アリール基としては
炭素原子数が６～３０のものが好ましく、６～２４のもの（例えば、フェニル基、ビフェ
ニル基、テルフェニル基、ナフチル基、ビナフチル基、トリフェニルフェニル基）が特に
好ましい。
【００４４】
［光学補償シート］
　本発明の液晶表示装置は、光学補償シートを有していてもよい。光学補償シートは、画
像着色の解消や視野角を拡大するために、様々な液晶表示装置で用いられている。光学補
償シートとしては、延伸複屈折ポリマーフイルムが従来から使用されていた。延伸複屈折
フイルムからなる光学補償シートに代えて透明支持体上に低分子あるいは高分子液晶性化
合物から形成された光学異方性層を有する光学補償シートを使用すること、又は延伸複屈
折フイルムからなる光学補償シートに加えて低分子あるいは高分子液晶性化合物から形成
された光学異方性層を有する光学補償シートを使用することが提案されている。液晶性化
合物には多様な配向形態があるため、液晶性化合物を用いることで、従来の延伸複屈折ポ
リマーフイルムのみでは得ることができない光学的性質を実現することが可能になった。
さらに偏光板の保護膜としても機能することも可能である。本光学補償シート自体を液晶
セルの基板として使用することも可能であり、またプラスチック基板において光学補償シ
ートを兼ねることも可能である。また本光学補償シートを液晶セルの内部に形成すること
も可能である。
【００４５】
　光学補償シートの光学的性質は、液晶セルの光学的性質、具体的には上記のような表示
モードの違いに応じて決定する。液晶性化合物を用いると、液晶セルの様々な表示モード
に対応する様々な光学的性質を有する光学補償シートを製造することができる。様々な表
示モードに対応した棒状、回転楕円体状や円盤状の液晶性化合物を用いた光学補償シート
が、既に種々提案されている。例えばＩＰＳモード用光学補償シートは、偏光板の視野角
依存性を補償して全方位で黒表示の輝度を低くしコントラストの視角特性を向上させるこ
とができる。さらに光学補償シートの光学的性質は、光の波長毎に最適な値に設計するこ
とで、色変化の少ない広視野特性を有する液晶表示装置を提供する。特にマルチギャップ
やマルチドメインと組合せると有効である。また視野角を拡大するのではなく、特定方向
のみから表示が観察できるような狭視野角化も可能である。
【００４６】
　以下、本発明に利用可能な光学補償シートとして、ポリマーフイルム等からなる支持体
上に、液晶性化合物を含有する組成物から形成された光学異方性層を有する光学補償シー
トについて詳細に説明する。
《光学異方性層》
　光学異方性層は、液晶性化合物を含有する組成物を表面、例えば、所定のラビング軸等
に沿ってラビング処理された表面に配置して、該ラビング軸に応じて、液晶性化合物の分
子を配向させ、その配向状態に固定して形成することができる。光学異方性層の形成に用
いる液晶性化合物の例には、棒状液晶性化合物及び円盤状液晶性化合物のいずれも含まれ
る。棒状液晶性化合物及び円盤状液晶性化合物は、高分子液晶でも低分子液晶でもよく、
さらに、低分子液晶が架橋され液晶性を示さなくなったものも含まれる。
【００４７】
《棒状液晶性分子》
　棒状液晶性分子としては、アゾメチン類、アゾキシ類、シアノビフェニル類、シアノフ
ェニルエステル類、安息香酸エステル類、シクロヘキサンカルボン酸フェニルエステル類
、シアノフェニルシクロヘキサン類、シアノ置換フェニルピリミジン類、アルコキシ置換
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フェニルピリミジン類、フェニルジオキサン類、トラン類及びアルケニルシクロヘキシル
ベンゾニトリル類が好ましく用いられる。
　なお、棒状液晶性分子には、金属錯体も含まれる。また、棒状液晶性分子を繰り返し単
位中に含む液晶ポリマーも、棒状液晶性分子として用いることができる。言い換えると、
棒状液晶性分子は、（液晶）ポリマーと結合していてもよい。
　棒状液晶性分子については、季刊化学総説第２２巻液晶の化学（１９９４）日本化学会
編の第４章、第７章及び第１１章、及び液晶デバイスハンドブック日本学術振興会第１４
２委員会編の第３章に記載がある。棒状液晶性分子の複屈折率は、０．００１～０．７の
範囲にあることが好ましい。
【００４８】
　棒状液晶性分子は、その配向状態を固定するために、重合性基を有することが好ましい
。重合性基は、ラジカル重合性不飽基或はカチオン重合性基が好ましく、具体的には、例
えば特開２００２－６２４２７号公報明細書中の段落番号［００６４］～［００８６］記
載の重合性基、重合性液晶化合物が挙げられる。
【００４９】
《ディスコティック液晶性化合物》
　ディスコティック液晶性化合物は、ポリマーフイルム面に対して略垂直に配向させる。
ディスコティック液晶性化合物は、様々な文献（Ｃ．Ｄｅｓｔｒａｄｅ　ｅｔ　ａｌ．，
Ｍｏｌ．Ｃｒｙｓｒ．Ｌｉｑ．Ｃｒｙｓｔ．，ｖｏｌ．７１，ｐａｇｅ　１１１（１９８
１）；日本化学会編、季刊化学総説、Ｎｏ．２２、液晶の化学、第５章、第１０章第２節
（１９９４）；Ｂ．Ｋｏｈｎｅ　ｅｔ　ａｌ．，Ａｎｇｅｗ．　Ｃｈｅｍ．Ｓｏｃ．Ｃｈ
ｅｍ．Ｃｏｍｍ．，ｐａｇｅ　１７９４（１９８５）；Ｊ．Ｚｈａｎｇ　ｅｔ　ａｌ．，
Ｊ．Ａｍ．Ｃｈｅｍ．Ｓｏｃ．，　ｖｏｌ．１１６，ｐａｇｅ　２６５５（１９９４））
等の文献に記載されているものを広く採用することができる。
【００５０】
　ディスコティック液晶性化合物は、重合により固定可能なように、例えば、特開平８－
２７２８４号公報に記載のように重合性基を有するのが好ましい。例えば、ディスコティ
ック液晶性化合物のディスコティックコアに、置換基として重合性基を結合させた構造が
考えられるが、ディスコティックコアに重合性基を直結させると、重合反応において配向
状態を保つことが困難になる。そこで、ディスコティックコアと重合性基との間に連結基
を有する構造が好ましい。即ち、重合性基を有するディスコティック液晶性化合物は、下
記式（ＩＩＩ）で表わされる化合物であることが好ましい。
式（ＩＩＩ）　　　Ｄ（－Ｌ－Ｐ）n

式（ＩＩＩ）中、Ｄはディスコティックコアであり、Ｌは二価の連結基であり、Ｐは重合
性基であり、ｎは４～１２の整数である。
【００５１】
　前記式（ＩＩＩ）中のディスコティックコア（Ｄ）、二価の連結基（Ｌ）及び重合性基
（Ｐ）の好ましい具体例は、それぞれ、特開２００１－４８３７号公報に記載の（Ｄ１）
～（Ｄ１５）、（Ｌ１）～（Ｌ２５）、（Ｐ１）～（Ｐ１８）であり、同公報に記載の内
容を好ましく用いることができる。
【００５２】
　前記光学異方性層において、液晶性化合物の分子は、層面に対して略垂直に配向してい
るのが好ましい。棒状液晶性分子はその長軸を層面に対して略垂直にして配向しているの
が好ましく、ディスコティック液晶性分子は、その円盤面を層面に対して略垂直にして配
向しているのが好ましい。なお、略垂直とは、棒状液晶性化合物の長軸又はディスコティ
ック液晶性分子の円盤面と、層面との平均角度（平均傾斜角）が７０度～９０度の範囲内
であることを意味する。また、液晶性分子は、実質的に均一に配向していることが好まし
く、実質的に均一に配向している状態で固定されていることがさらに好ましく、重合反応
により液晶性化合物が固定されていることが最も好ましい。
【００５３】



(14) JP 4897341 B2 2012.3.14

10

20

30

40

50

　光学異方性層は、液晶性化合物、及び所望により下記の重合開始剤や他の添加剤を含む
組成物を、配向膜の上に配置して、形成するのが好ましい。前記組成物は、塗布液として
調製してもよい。塗布液の調製に使用する溶媒としては、有機溶媒が好ましく用いられる
。有機溶媒の例には、アミド（例、Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド）、スルホキシド（例
、ジメチルスルホキシド）、ヘテロ環化合物（例、ピリジン）、炭化水素（例、ベンゼン
、ヘキサン）、アルキルハライド（例、クロロホルム、ジクロロメタン）、エステル（例
、酢酸メチル、酢酸ブチル）、ケトン（例、アセトン、メチルエチルケトン）、エーテル
（例、テトラヒドロフラン、１，２－ジメトキシエタン）が含まれる。アルキルハライド
及びケトンが好ましい。二種類以上の有機溶媒を併用してもよい。塗布液の塗布は、公知
の方法（例、押し出しコーティング法、ダイレクトグラビアコーティング法、リバースグ
ラビアコーティング法、ダイコーティング法）により実施できる。
【００５４】
《液晶性化合物の配向状態の固定化》
　配向させた液晶性化合物の分子は、配向状態を維持して固定することが好ましい。固定
化は、液晶性化合物に導入した重合性基の重合反応により実施することが好ましい。重合
反応には、熱重合開始剤を用いる熱重合反応と光重合開始剤を用いる光重合反応とが含ま
れるが、光重合反応がより好ましい。光重合開始剤の例には、α－カルボニル化合物（米
国特許２３６７６６１号、同２３６７６７０号号公報に記載のもの）、アシロインエーテ
ル（米国特許２４４８８２８号公報に記載のもの）、α－炭化水素置換芳香族アシロイン
化合物（米国特許２７２２５１２号公報に記載のもの）、多核キノン化合物（米国特許３
０４６１２７号、同２９５１７５８号公報に記載のもの）、トリアリールイミダゾールダ
イマーとｐ－アミノフェニルケトンとの組み合わせ（米国特許３５４９３６７号公報に記
載のもの）、アクリジン及びフェナジン化合物（特開昭６０－１０５６６７号公報、米国
特許４２３９８５０号公報に記載のもの）及びオキサジアゾール化合物（米国特許４２１
２９７０号公報に記載のもの）が含まれる。
【００５５】
　光重合開始剤の使用量は、塗布液の固形分の０．０１～２０質量％であることが好まし
く、０．５～５質量％であることがさらに好ましい。液晶性化合物の重合のための光照射
は、紫外線を用いることが好ましい。照射エネルギーは、２０ｍＪ／ｃｍ2～５０Ｊ／ｃ
ｍ2であることが好ましく、１００～８００ｍＪ／ｃｍ2であることがさらに好ましい。光
重合反応を促進するため、加熱条件下で光照射を実施してもよい。光学異方性層の厚さは
、０．１～１０μｍであることが好ましく、０．５～５μｍであることがさらに好ましい
。
【００５６】
《垂直配向膜》
　液晶性化合物を配向膜側で垂直に配向させるためには、配向膜の表面エネルギーを低下
させることが重要である。具体的には、ポリマーの官能基により配向膜の表面エネルギー
を低下させ、これにより液晶性化合物を立てた状態にする。配向膜の表面エネルギーを低
下させる官能基としては、フッ素原子及び炭素原子数が１０以上の炭化水素基が有効であ
る。フッ素原子又は炭化水素基を配向膜の表面に存在させるために、ポリマーの主鎖より
も側鎖にフッ素原子又は炭化水素基を導入することが好ましい。含フッ素ポリマーは、フ
ッ素原子を０．０５～８０質量％の割合で含むことが好ましく、０．１～７０質量％の割
合で含むことがより好ましく、０．５～６５質量％の割合で含むことがさらに好ましく、
１～６０質量％の割合で含むことが最も好ましい。炭化水素基は、脂肪族基、芳香族基又
はそれらの組み合わせである。脂肪族基は、環状、分岐状あるいは直鎖状のいずれでもよ
い。脂肪族基は、アルキル基（シクロアルキル基であってもよい）又はアルケニル基（シ
クロアルケニル基であってもよい）であることが好ましい。炭化水素基は、ハロゲン原子
のような強い親水性を示さない置換基を有していてもよい。炭化水素基の炭素原子数は、
１０～１００であることが好ましく、１０～６０であることがさらに好ましく、１０～４
０であることが最も好ましい。ポリマーの主鎖は、ポリイミド構造又はポリビニルアルコ
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【００５７】
　ポリイミドは、一般にテトラカルボン酸とジアミンとの縮合反応により合成する。二種
類以上のテトラカルボン酸あるいは二種類以上のジアミンを用いて、コポリマーに相当す
るポリイミドを合成してもよい。フッ素原子又は炭化水素基は、テトラカルボン酸起源の
繰り返し単位に存在していても、ジアミン起源の繰り返し単位に存在していても、両方の
繰り返し単位に存在していてもよい。ポリイミドに炭化水素基を導入する場合、ポリイミ
ドの主鎖又は側鎖にステロイド構造を形成することが特に好ましい。側鎖に存在するステ
ロイド構造は、炭素原子数が１０以上の炭化水素基に相当し、液晶性化合物を垂直に配向
させる機能を有する。本明細書においてステロイド構造とは、シクロペンタノヒドロフェ
ナントレン環構造又はその環の結合の一部が脂肪族環の範囲（芳香族環を形成しない範囲
）で二重結合となっている環構造を意味する。
【００５８】
　さらに液晶性化合物の分子を垂直に配向させる手段として、ポリビニルアルコールやポ
リイミドの高分子に有機酸を混合する方法を好適に用いることができる。混合する酸とし
てはカルボン酸やスルホン酸、アミノ酸が好適に用いられる。後述の空気界面配向剤の内
、酸性を示すものを使用してもよい。その混合量は高分子に対して、０．１質量％～２０
質量％であることが好ましく、０．５質量％から１０質量％であることがさらに好ましい
。
【００５９】
　ディスコティック液晶性化合物の分子の均一配向には垂直配向膜をラビング処理し、配
向方向を制御するのが好ましい。ラビング処理はポリマー層の表面を紙や布で一定方向に
数回擦ることにより実施してもよい。一方、棒状液晶性化合物の分子は、ラビング処理を
行わずに配向させることも可能である。いずれの配向膜においても、光学異方性層と透明
支持体の密着性を改善する目的で、配向膜に重合性基を有することが好ましい。重合性基
は、側鎖に重合性基を有する繰り返し単位を導入するか、あるいは、環状基の置換基とし
て導入することができる。界面で液晶性化合物の分子と化学結合を形成する配向膜を用い
ることがより好ましく、かかる配向膜としては特開平９－１５２５０９号公報に記載され
ている。配向膜の厚さは０．０１～５μｍであることが好ましく、０．０５～１μｍであ
ることがさらに好ましい。なお、配向膜を用いて液晶性化合物の分子を配向させてから、
その配向状態のまま液晶性化合物の分子を固定して光学異方性層を形成し、光学異方性層
のみをポリマーフイルム等の支持体上に転写してもよい。
【００６０】
《空気界面配向剤》
　通常の液晶性化合物の分子は、空気界面側では傾斜して配向する性質を有するので、均
一に垂直配向した状態を得るために、空気界面側においても液晶性化合物の分子を垂直に
配向制御することが必要である。この目的のために、空気界面側に偏在して、その排除体
積効果や静電気的な効果によって液晶性化合物の分子を垂直に配向させる作用を及ぼす化
合物を前記組成物（塗布液）中に含有させる。液晶性化合物の分子を垂直に配向させる作
用は、ディスコティック液晶性化合物の分子においてはそのダイレクターの傾斜角度、す
なわちダイレクターと空気側表面とがなす角度を減少させる作用に相当する。ディスコテ
ィック液晶性分子のダイレクターの傾斜角度を減少させる化合物としては、次に示すよう
な、空気界面側に偏在させるためにＦ原子を複数結合したものや、スルフォニル基やカル
ボキシル基を結合したものに、さらに液晶性分子に垂直に配向するような排除体積効果を
与える剛直性の構造単位を結合した化合物が好ましく用いられる。
【００６１】
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【化３】

【００６２】
【化４】

【００６３】
【化５】

【００６４】
【化６】

【００６５】
【化７】

【００６６】
【化８】

【００６７】
　例示した化合物以外にも特開２００２－２０３６３号公報、特開２００２－１２９１６
２号公報に記載されている化合物を空気界面配向剤として用いることができる。また、特
開２００４－５３９８１号公報の段落番号００７２～００７５、特願２００２－２４３６
００号明細書の段落番号００３８～００４０と００４８～００４９、特願２００２－２６
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２２３９号明細書の段落番号００３７～００３９、特開２００４－４６８８号公報明細書
の段落番号００７１～００７８に記載される事項も本発明に適宜適用することができる。
【００６８】
　空気界面配向剤を使用する場合、光学異方性層形成用組成物中の空気界面配向剤の添加
量は、０．０５質量％～５質量％であることが好ましい。また、フッ素飽和系空気界面配
向剤を用いる場合は、１質量％以下であることが好ましい。
【００６９】
　光学補償シート全体の面内レタデーション（Ｒｅ）は、２０～２００ｎｍであることが
好ましい。光学補償シート全体の厚み方向のレタデーション（Ｒｔｈ）は、５０～５００
ｎｍであることが好ましい。
【００７０】
　前記光学補償シートは、前記光学異方性層を支持する、ポリマーフイルムからなる支持
体を有していてもよい。支持体に用いるポリマーフイルムとしては、特に制限されず、セ
ルロースアシレート、ポリカーボネート、ポリスルホン、ポリエーテルスルホン、ポリア
クリレート、ポリメタクリレート、ノルボルネン樹脂等のフイルムが用いられる。これら
のポリマーフイルムは、延伸された高分子フイルムであっても、また塗布型の高分子層と
高分子フイルムとの併用でもよい。これらの高分子フイルムは生産性向上や，温湿度変化
時の形状安定性のため，製造時、フイルム長手方向に同一（ロールトゥロール）で製造さ
れることが好ましい。
　なお、光学異方性層の支持体が、偏光板の保護フイルムを兼ねる態様では、支持体は後
述するセルロースアシレートフイルムであるのが好ましい。
【００７１】
　液晶性化合物には多様な配向形態があるため、液晶性化合物を利用して形成した光学異
方性層は、単層で又は複数層の積層体により、所望の光学的性質を発現する。即ち、前記
光学補償シートは、支持体と該支持体上に形成された１以上の光学異方性層と積層体全体
で、光学補償シートに要求される光学特性を満足する態様であってもよい。かかる態様で
は、光学補償シート全体のレタデーションは、光学異方性層の光学特性及びポリマーフイ
ルムからなる支持体の光学特性の双方によって調整することができる。
【００７２】
　なお、本発明の液晶表示装置には、延伸複屈折ポリマーフイルムからなる光学補償シー
トを用いてもよい。延伸条件等を調整することで、光学補償シートに要求される光学特性
を満足する延伸複屈折ポリマーフイルムを作製することができる。
【００７３】
［偏光板］
　本発明では、偏光フイルムと該偏光フイルムを挟持する一対の保護フイルム、又は偏光
フイルムと該偏光フイルム少なくとも片面に設けられた保護フイルムとを有する偏光板を
用いてもよい。例えば、ポリビニルアルコールフイルム等からなる偏光フイルムをヨウ素
にて染色し、延伸を行い、その両面を保護フイルムにて積層して得られる偏光板を用いる
ことができる。偏光フイルムを、液晶セルの内側に配置してもよい。本発明の液晶表示装
置には、偏光フイルムと該偏光フイルムを挟持する一対の保護フイルムとを有する一対の
偏光板を、液晶セルを挟持して配置させるのが好ましい。
【００７４】
《偏光フイルム》
　偏光フイルム（「直線偏光膜」という場合がある）には、ヨウ素系偏光フイルム、二色
性染料を用いる染料系偏光フイルムやポリエン系偏光フイルムがある。ヨウ素系偏光フイ
ルム及び染料系偏光フイルムは、一般にポリビニルアルコール系フイルムを用いて製造す
る。
【００７５】
　直線偏光膜は、Ｏｐｔｉｖａ　Ｉｎｃ．に代表される塗布型偏光膜、もしくはバインダ
ーと、ヨウ素又は二色性色素からなる偏光膜が好ましい。直線偏光膜におけるヨウ素及び
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二色性色素は、バインダー中で配向することで偏向性能を発現する。ヨウ素及び二色性色
素は、バインダー分子に沿って配向するか、もしくは二色性色素が液晶のような自己組織
化により一方向に配向することが好ましい。現在、市販の偏光子は、延伸したポリマーを
、浴槽中のヨウ素もしくは二色性色素の溶液に浸漬し、バインダー中にヨウ素、もしくは
二色性色素をバインダー中に浸透させることで作製されるのが一般的である。
【００７６】
　市販の偏光フイルムは、ポリマー表面から４μｍ程度（両側合わせて８μｍ程度）にヨ
ウ素もしくは二色性色素が分布しており、十分な偏光性能を得るためには、少なくとも１
０μｍの厚みが必要である。浸透度は、ヨウ素もしくは二色性色素の溶液濃度、同浴槽の
温度、同浸漬時間により制御することができる。上記のように、バインダー厚みの下限は
、１０μｍであることが好ましい。厚みの上限は、液晶表示装置の光漏れの観点からは、
薄ければ薄い程よい。現在市販の偏光板（約３０μｍ）以下であることが好ましく、２５
μｍ以下が好ましく、２０μｍ以下がさらに好ましい。２０μｍ以下であると、光漏れ現
象は、１７インチの液晶表示装置で観察されなくなる。
【００７７】
　偏光フイルムのバインダーは架橋していてもよい。架橋しているバインダーは、それ自
体架橋可能なポリマーを用いることができる。官能基を有するポリマーあるいはポリマー
に官能基を導入して得られるバインダーを、光、熱あるいはｐＨ変化により、バインダー
間で反応させて偏光膜を形成することができる。また、架橋剤によりポリマーに架橋構造
を導入してもよい。架橋は一般に、ポリマー又はポリマーと架橋剤の混合物を含む塗布液
を、表面に塗布したのち、加熱を行うことにより実施される。最終商品の段階で耐久性が
確保できればよいため、架橋させる処理は、最終の偏光板を得るまでのいずれの段階で行
ってもよい。
【００７８】
　偏光フイルムのバインダーは、それ自体架橋可能なポリマーあるいは架橋剤により架橋
されるポリマーのいずれも使用することができる。ポリビニルアルコール及び変性ポリビ
ニルアルコールが最も好ましい。変性ポリビニルアルコールについては、特開平８－３３
８９１３号、同９－１５２５０９号及び同９－３１６１２７号の各公報に記載がある。ポ
リビニルアルコール及び変性ポリビニルアルコールは、二種以上を併用してもよい。
【００７９】
　偏光フイルムにおいて、バインダーの架橋剤の添加量は、バインダーに対して、０．１
～２０質量％が好ましい。偏光素子の配向性、偏光膜の耐湿熱性が良好となる。
【００８０】
　配向膜は、架橋反応が終了した後でも、反応しなかった架橋剤をある程度含んでいる。
但し、残存する架橋剤の量は、配向膜中に１．０質量％以下であることが好ましく、０．
５質量％以下であることがさらに好ましい。このようにすることで、偏光フイルムを液晶
表示装置に組み込み、長期使用、或は高温高湿の雰囲気下に長期間放置しても、偏光度の
低下を生じない。
　架橋剤については、米国再発行特許２３２９７号明細書に記載がある。また、ホウ素化
合物（例、ホウ酸、硼砂）も、架橋剤として用いることができる。
【００８１】
　二色性色素としては、アゾ系色素、スチルベン系色素、ピラゾロン系色素、トリフェニ
ルメタン系色素、キノリン系色素、オキサジン系色素、チアジン系色素あるいはアントラ
キノン系色素が用いられる。二色性色素は、水溶性であることが好ましい。二色性色素は
、親水性置換基（例、スルホ、アミノ、ヒドロキシル）を有することが好ましい。
　二色性色素の例としては、例えば、前記の公技番号２００１－１７４５号の５８頁に記
載の化合物が挙げられる。
【００８２】
　前記偏光フイルムを延伸法で作製する場合、延伸倍率は２．５～３０．０倍が好ましく
、３．０～１０．０倍がさらに好ましい。延伸は、空気中でのドライ延伸で実施できる。
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また、水に浸漬した状態でのウェット延伸を実施してもよい。ドライ延伸の延伸倍率は、
２．５～５．０倍が好ましく、ウェット延伸の延伸倍率は、３．０～１０．０倍が好まし
い。延伸工程は、斜め延伸を含め数回に分けて行ってもよい。数回に分けることによって
、高倍率延伸でもより均一に延伸することができる。斜め延伸前に、横あるいは縦に若干
の延伸（幅方向の収縮を防止する程度）を行ってもよい。延伸は、二軸延伸におけるテン
ター延伸を左右異なる工程で行うことによって実施できる。上記二軸延伸は、通常のフイ
ルム製膜において行われている延伸方法と同様である。二軸延伸では、左右異なる速度に
よって延伸されるため、延伸前のバインダーフイルムの厚みが左右で異なるようにする必
要がある。流延製膜では、ダイにテーパーを付けることにより、バインダー溶液の流量に
左右の差をつけることができる。
【００８３】
　前記偏光フイルムをラビング法で作製する場合、ＬＣＤの液晶配向処理工程として広く
採用されているラビング処理方法を応用することができる。すなわち、膜の表面を、紙や
ガーゼ、フェルト、ゴムあるいはナイロン、ポリエステル繊維を用いて一定方向に擦るこ
とにより配向を得る。一般には、長さ及び太さが均一な繊維を平均的に植毛した布を用い
て数回程度ラビングを行うことにより実施される。ロール自身の真円度、円筒度、振れ（
偏芯）がいずれも３０μｍ以下であるラビングロールを用いて実施することが好ましい。
ラビングロールへのフイルムのラップ角度は、０．１～９０゜が好ましい。ただし、特開
平８－１６０４３０号公報に記載されているように、３６０゜以上巻き付けることで、安
定なラビング処理を得ることもできる。
【００８４】
　長尺なフイルムをラビング処理する工程を含む場合は、フイルムを搬送装置により一定
張力の状態で１～１００ｍ／ｍｉｎの速度で搬送することが好ましい。ラビングロールは
、任意のラビング角度設定のためフイルム進行方向に対し水平方向に回転自在とされるこ
とが好ましい。０～６０゜の範囲で適切なラビング角度を選択することが好ましい。
【００８５】
　本発明に用いる偏光フイルムは、その吸収軸が長手方向に対して所定の角度を有してい
るのが好ましい。偏光フイルムの吸収軸が長手方向に対して所定の角度を有していると、
遅相軸が長手方向と一致している保護フイルムと貼り合せる際に、ロールｔｏロールで容
易に貼り合わせることができる。例えば、特開２００３－２０７６２８号公報に記載され
ているように長尺状に作製した偏光フイルムの両面に、長尺状に作製した一対の保護フイ
ルムを貼り合せて、長尺状の積層体を得、所望の大きさに裁断（打ち抜き）する工程を経
て、得率よく単板の偏光板を得ることができる。
【００８６】
　偏光板の生産性の向上にとって保護フイルムの透湿性は、重要である。すなわち、偏光
フイルムと保護フイルムは水系接着剤で貼り合わせられており、この接着剤溶剤は保護フ
イルム中を拡散することによって乾燥される。保護フイルムの透湿性が高ければ、高いほ
ど乾燥は早くなり、生産性は向上するが、高くなりすぎると、液晶表示装置の使用環境（
高湿下）により、水分が偏光フイルム中に入ることで偏光能が低下する傾向にある。
【００８７】
《保護フイルム》
　前記保護フイルムは、前記偏光フイルムの少なくとも一方の面に設けられた保護フイル
ムが、下記（３）及び（４）のいずれかの条件を満たすものを用いるのが好ましい。
（３）下記式（Ｉ）及び（ＩＩ）を満たすセルロースアシレートフイルム
　（Ｉ）０≦Ｒｅ（６３０）≦１０、かつ、｜Ｒｔｈ（６３０）｜≦２５
　（ＩＩ）｜Ｒｅ（４００）－Ｒｅ（７００）｜≦１０、かつ、｜Ｒｔｈ（４００）－Ｒ
ｔｈ（７００）｜≦３５
（上記式（Ｉ）及び（ＩＩ）中、Ｒｅ（λ）は、波長λｎｍにおける正面レタデーション
値（ｎｍ）を表し、Ｒｔｈ（λ）は、波長λｎｍにおける膜厚方向のレタデーション値（
ｎｍ）を表す。）



(20) JP 4897341 B2 2012.3.14

10

20

30

40

50

（４）保護フイルムの膜厚方向のＲｔｈが下記式（ＩＩＩ）及び（ＩＶ）を満たすような
Ｒｔｈを低下させる化合物を含有する、保護フイルム
　（ＩＩＩ）（Ｒｔｈ(A)－Ｒｔｈ(0)）／Ａ≦－１．０
　（ＩＶ）０．０１≦Ａ≦３０
（式（ＩＩＩ）及び（ＩＶ）中、Ｒｔｈ(A)は、Ｒｔｈを低下させる化合物を含有した保
護フイルムのＲｔｈ（単位：ｎｍ）を表し、Ｒｔｈ(0)は、該保護フイルムであって、Ｒ
ｔｈを低下させる化合物を含有しないフイルムのＲｔｈ（ｎｍ）を表し、Ａは、フイルム
原料ポリマーの質量を１００としたときのＲｈｔを低下させる化合物の質量（％）を表す
。）
　上記式（ＩＩＩ）及び（ＩＶ）は
　　（ＩＩＩ－Ｉ）（Ｒｔｈ(A)－Ｒｔｈ(0)）／Ａ≦－２．０
　　（ＩＶ－Ｉ）０．１≦Ａ≦２０
であることがさらに好ましい。
　ここで、フイルム原料のポリマーとは、フイルムを構成する主要成分の原料ポリマーを
いい、例えば、セルロースアシレートが挙げられる。
【００８８】
　セルロースアシレート原料のセルロースとしては、綿花リンタや木材パルプ（広葉樹パ
ルプ，針葉樹パルプ）などがあげられ、何れの原料セルロースから得られるセルロースア
シレートでも使用でき、場合により混合して使用してもよい。これらの原料セルロースに
ついての詳細な記載は、例えばプラスチック材料講座（１７）繊維素系樹脂（丸澤、宇田
著、日刊工業新聞社、１９７０年発行）や発明協会公開技報２００１－１７４５（７頁～
８頁）に記載のセルロースを用いることができ、特に限定されるものではない。
【００８９】
　本発明で用いることができるセルロースアシレートは、例えば、セルロースの水酸基が
アシル化されたもので、その置換基はアシル基の炭素原子数２～２２のアセチル基のいず
れも用いることができる。本発明で用いることができるセルロースアシレートのセルロー
スの水酸基への置換度については特に限定されないが、セルロースを水酸基に置換する酢
酸及び／又は炭素原子数３～２２の脂肪酸の結合度を測定し、計算によって置換度が得ら
れる。測定方法としては、ＡＳＴＭのＤ－８１７－９１に準じて実施することができる。
【００９０】
　前記セルロースアシレートにおいて、セルロースの水酸基への置換度については特に限
定されないが、セルロースの水酸基へのアシル置換度が２．５０～３．００であることが
好ましい。さらには置換度が２．７５～３．００であることがより好ましく、２．８５～
３．００であることがさらに好ましい。
【００９１】
　セルロースの水酸基に置換する酢酸及び／又は炭素原子数３～２２の脂肪酸のうち、炭
素数２～２２のアシル基としては、脂肪族基でもアリル基でもよく、単一でも２種類以上
の混合物でもよい。例えば、セルロースのアルキルカルボニルエステル、アルケニルカル
ボニルエステル、芳香族カルボニルエステル及び芳香族アルキルカルボニルエステル等が
挙げられる。これらは、それぞれさらに置換された基を有していてもよい。これらの好ま
しいアシル基としては、アセチル基、プロピオニル基、ブタノイル基、へプタノイル基、
ヘキサノイル基、オクタノイル基、デカノイル基、ドデカノイル基、トリデカノイル基、
テトラデカノイル基、ヘキサデカノイル基、オクタデカノイル基、ｉｓｏ－ブタノイル基
、ｔｅｒｔ－ブタノイル基、シクロヘキサンカルボニル基、オレオイル基、ベンゾイル基
、ナフチルカルボニル基、シンナモイル基などを挙げることができる。これらの中でも、
アセチル基、プロピオニル基、ブタノイル基、ドデカノイル基、オクタデカノイル基、ｔ
ｅｒｔ－ブタノイル基、オレオイル基、ベンゾイル基、ナフチルカルボニル基、シンナモ
イル基などが好ましく、アセチル基、プロピオニル基、ブタノイル基がより好ましい。
【００９２】
　上述のセルロースの水酸基に置換するアシル置換基のうちで、実質的にアセチル基、プ
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ロピオニル基及びブタノイル基の少なくとも２種類からなる場合においては、その全置換
度が２．５０～３．００の場合にセルロースアシレートフイルムの光学異方性を低下でき
るので好ましい。より好ましいアシル置換度は２．６０～３．００であり、さらに好まし
くは２．６５～３．００である。
【００９３】
　本発明で好ましく用いられるセルロースアシレートの重合度は、粘度平均重合度で１８
０～７００であり、セルロースアセテートにおいては、１８０～５５０がより好ましく、
１８０～４００がさらに好ましく、１８０～３５０が特に好ましい。重合度が一定以下と
することによりセルロースアシレートのドープ溶液の粘度が高くなり、流延によりフイル
ム作製が困難になるのをより効果的に防止することができる。重合度を一定以上とするこ
とにより、作製したフイルムの強度が低下してしまうをより効果的に防止できる。平均重
合度は、例えば、宇田らの極限粘度法（宇田和夫、斉藤秀夫、繊維学会誌、第１８巻第１
号、１０５～１２０頁、１９６２年）により測定できる。この方法は、特開平９－９５５
３８号公報に詳細に記載されている。
【００９４】
　また、本発明で好ましく用いられるセルロースアシレートの分子量分布はゲルパーミエ
ーションクロマトグラフィーによって評価され、その多分散性指数Ｍｗ／Ｍｎ（Ｍｗは質
量平均分子量、Ｍｎは数平均分子量）が小さく、分子量分布が狭いことが好ましい。具体
的なＭｗ／Ｍｎの値としては、１．０～３．０であることが好ましく、１．０～２．０で
あることがさらに好ましく、１．０～１．６であることが最も好ましい。
【００９５】
低分子成分が除去されると、平均分子量（重合度）が高くなるが、粘度は通常のセルロー
スアシレートよりも低くなるため有用である。低分子成分の少ないセルロースアシレート
は、通常の方法で合成したセルロースアシレートから低分子成分を除去することにより得
ることができる。低分子成分の除去は、セルロースアシレートを適当な有機溶媒で洗浄す
ることにより実施できる。なお、低分子成分の少ないセルロースアシレートを製造する場
合、酢化反応における硫酸触媒量を、セルロース１００質量部に対して０．５～２５質量
部に調整することが好ましい。硫酸触媒の量を上記範囲にすると、分子量部分布の点でも
好ましい（分子量分布の均一な）セルロースアシレートを合成することができる。本発明
で用いることができるセルロースアシレートの製造時に使用される際には、その含水率は
２質量％以下であることが好ましく、さらに好ましくは１質量％以下であり、特には０．
７質量％以下の含水率を有するセルロースアシレートである。一般に、セルロースアシレ
ートは、水を含有しており２．５～５質量％が知られている。セルロースアシレートの含
水率を前記範囲にするためには、乾燥することが必要であり、その方法は目的とする含水
率になれば特に限定されない。上記した種々の特性を満足するセルロースアシレートの原
料綿や合成方法については、発明協会公開技報（公技番号２００１－１７４５、２００１
年３月１５日発行、発明協会）にて７頁～１２頁に詳細に記載されている。
【００９６】
　前記セルロースアシレートフイルムの原料として、置換基、置換度、重合度、分子量分
布など前述した範囲である、単一あるいは異なる２種類以上のセルロースアシレートを混
合したものを好ましく用いることができる。
【００９７】
　前記セルロースアシレートフイルムの作製に用いることができるセルロースアシレート
溶液（ドープ）には、各調製工程において用途に応じた種々の添加剤（例えば、光学異方
性を低下させる化合物、波長分散調整剤、紫外線防止剤、可塑剤、劣化防止剤、微粒子、
光学特性調整剤など）を加えることができ、これらについて以下に説明する。またその添
加する時期はドープ作製工程において何れでも添加してもよいが、ドープ調製工程の最後
の調製工程に添加剤を添加し調製する工程を加えて行ってもよい。
【００９８】
　まず、ドープに添加可能な上記添加剤の一つである、セルロースアシレートフイルムの
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光学異方性を低下させる化合物について説明する。
　前記化合物は、フイルム中のセルロースアシレートが面内及び膜厚方向に配向するのを
抑制する化合物であり、かかる化合物をドープ中に添加してフイルムを作製することによ
り、フイルムの光学異方性を十分に低下させ、Ｒｅがゼロで、且つＲｔｈがゼロに近くな
るフイルムが得られる。ここで、ゼロに近くなるとは、例えば、任意のある波長で±２ｎ
ｍ以下をいう。このためには光学異方性を低下させる化合物はセルロースアシレートに十
分に相溶し、化合物自身が棒状の構造や平面性の構造を持たないことが有利である。具体
的には芳香族基のような平面性の官能基を複数持っている場合、それらの官能基を同一平
面ではなく、非平面に持つような構造が有利である。
【００９９】
　上述のようにフイルム中のセルロースアシレートが面内及び膜厚方向に配向するのを抑
制して光学異方性を低下させる化合物のうち、オクタノール－水分配係数（ｌｏｇＰ値）
が０～７である化合物を用いるのが好ましい。ｌｏｇＰ値が７以下の化合物を採用するこ
とにより、セルロースアシレートとの相溶性がよりよくなり、フイルムの白濁や粉吹きを
より効果的に防止することができる。また、ｌｏｇＰ値が０以上の化合物を採用すること
により、親水性が高いために、セルロースアセテートフイルムの耐水性が悪化してしまう
のをより効果的に防止できる。ｌｏｇＰ値としてさらに好ましい範囲は１～６であり、特
に好ましい範囲は１．５～５である。
　オクタノール－水分配係数（ｌｏｇＰ値）の測定は、ＪＩＳ日本工業規格Ｚ７２６０－
１０７（２０００）に記載のフラスコ浸とう法により実施することができる。また、オク
タノール－水分配係数（ｌｏｇＰ値）は実測に代わって、計算化学的手法あるいは経験的
方法により見積もることも可能である。計算方法としては、Ｃｒｉｐｐｅｎ’ｓ　ｆｒａ
ｇｍｅｎｔａｔｉｏｎ法（Ｊ．Ｃｈｅｍ．Ｉｎｆ．Ｃｏｍｐｕｔ．Ｓｃｉ．，２７，２１
（１９８７）．）、Ｖｉｓｗａｎａｄｈａｎ’ｓ　ｆｒａｇｍｅｎｔａｔｉｏｎ法（Ｊ．
Ｃｈｅｍ．Ｉｎｆ．Ｃｏｍｐｕｔ．Ｓｃｉ．，２９，１６３（１９８９）．）、Ｂｒｏｔ
ｏ’ｓ　ｆｒａｇｍｅｎｔａｔｉｏｎ法（Ｅｕｒ．Ｊ．Ｍｅｄ．Ｃｈｅｍ．－　Ｃｈｉｍ
．Ｔｈｅｏｒ．，１９，７１（１９８４）．）などが好ましく用いられるが、Ｃｒｉｐｐ
ｅｎ’ｓ　ｆｒａｇｍｅｎｔａｔｉｏｎ法（Ｊ．Ｃｈｅｍ．Ｉｎｆ．Ｃｏｍｐｕｔ．Ｓｃ
ｉ．，２７，２１（１９８７）．）がより好ましい。ある化合物のｌｏｇＰの値が測定方
法あるいは計算方法により異なる場合に、該化合物が本発明の範囲内であるかどうかは、
Ｃｒｉｐｐｅｎ’ｓ　ｆｒａｇｍｅｎｔａｔｉｏｎ法により判断することが好ましい。
【０１００】
　光学異方性を低下させる化合物は、芳香族基を含有してもよいし、含有しなくてもよい
。また光学異方性を低下させる化合物は、分子量が１５０～３０００であることが好まし
く、１７０～２０００であることがより好ましく、２００～１０００であることがさらに
好ましい。これらの分子量の範囲であれば、特定のモノマー構造であってもよいし、その
モノマーユニットが複数結合したオリゴマー構造、ポリマー構造でもよい。
　光学異方性を低下させる化合物は、好ましくは、２５°で液体であるか、融点が２５～
２５０°の固体であり、さらに好ましくは、２５°で液体であるか、融点が２５～２００
°の固体である。また光学異方性を低下させる化合物は、セルロースアシレートフイルム
作製のドープ流延、乾燥の過程で揮散しないことが好ましい。
【０１０１】
　光学異方性を低下させる化合物の添加量は、セルロースアシレートの０．０１～３０質
量％であることが好ましく、１～２５質量％であることがより好ましく、５～２０質量％
であることが特に好ましい。
　光学異方性を低下させる化合物は、単独で用いても、２種以上化合物を任意の比で混合
して用いてもよい。
　光学異方性を低下させる化合物を添加する時期はドープ作製工程中の何れであってもよ
く、ドープ調製工程の最後に行ってもよい。
【０１０２】
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　光学異方性を低下させる化合物は、少なくとも一方の側の表面から全膜厚の１０％まで
の部分における該化合物の平均含有率が、該セルロースアシレートフイルムの中央部にお
ける該化合物の平均含有率の８０～９９％となるよう存在するのが好ましい。光学異方性
を低下させる化合物の存在量は、例えば、特開平８－５７８７９号公報に記載の赤外吸収
スペクトルを用いる方法などにより表面及び中心部の化合物量を測定して求めることがで
きる。
【０１０３】
　セルロースアシレートフイルムの光学異方性を低下させる化合物の具体例は、特開２０
０５－３０９３８２号公報の［００８１］～［０２１４］に記載されていて、本発明に用
いることができるが、これらに限定されるものではない。
【０１０４】
《接着剤》
　偏光フイルムと保護フイルムとの接着剤は特に限定されないが、ＰＶＡ系樹脂（アセト
アセチル基、スルホン酸基、カルボキシル基、オキシアルキレン基等の変性ＰＶＡを含む
）やホウ素化合物水溶液等が挙げられ、中でもＰＶＡ系樹脂が好ましい。接着剤層の厚み
は、乾燥後の厚さが、０．０１～１０μｍであることが好ましく、０．０５～５μｍであ
ることが特に好ましい。
【０１０５】
《偏光フイルムと保護フイルムの一貫製造工程》
　本発明に用いられる偏光板は、通常、偏光フイルム用フイルムを延伸後、収縮させ揮発
分率を低下させる乾燥工程を有するが、乾燥後もしくは乾燥中に少なくとも片面に保護フ
イルムを貼り合わせた後、加熱工程を有することが好ましい。前記保護フイルムが、光学
補償層として機能する光学補償膜の支持体を兼ねている態様では、片面に保護フイルム、
反対側に光学補償膜を有する透明支持体を貼り合わせた後、加熱するのが好ましい。具体
的な貼り付け方法として、フイルムの乾燥工程中、両端を保持した状態で接着剤を用いて
偏光フイルムに保護フイルムを貼り付け、その後両端を耳きりする、もしくは乾燥後、両
端保持部から偏光フイルム用フイルムを解除し、フイルム両端を耳きりした後、保護フイ
ルムを貼り付けるなどの方法がある。耳きりの方法としては、刃物などのカッターで切る
方法、レーザーを用いる方法など、一般的な技術を用いることができる。貼り合わせた後
に、接着剤を乾燥させるため、及び偏光性能を良化させるために、加熱することが好まし
い。加熱の条件としては、接着剤により異なるが、水系の場合は、３０°以上が好ましく
、さらに好ましくは４０～１００°、さらに好ましくは５０～９０°である。これらの工
程は一貫のラインで製造されることが、性能上及び生産効率上更に好ましい。
【０１０６】
《偏光板の性能》
　本発明の液晶表示装置のコントラスト比を高めるためには、用いる偏光板の透過率は高
い方が好ましく、偏光度も高い方が好ましい。偏光板の透過率は、波長５５０ｎｍの光に
おいて、３０～５０％の範囲にあることが好ましく、３５～５０％の範囲にあることがさ
らに好ましく、４０～５０％の範囲にあることが最も好ましい。偏光度は、波長５５０ｎ
ｍの光において、９０～１００％の範囲にあることが好ましく、９５～１００％の範囲に
あることがさらに好ましく、９９～１００％の範囲にあることが最も好ましい。
　また、特に、偏光板の光学的性質及び耐久性（短期、長期での保存性）は、市販のスー
パーハイコントラスト品（例えば、株式会社サンリッツ社製ＨＬＣ２－５６１８等）と同
等以上の性能を有することが好ましい。具体的には、可視光透過率が４２．５％以上で、
偏光度｛（Ｔｐ－Ｔｃ）／（Ｔｐ＋Ｔｃ）｝1/2　≧０．９９９５（但し、Ｔｐは平行透
過率、Ｔｃは直交透過率）であり、６０°、湿度９０％ＲＨ雰囲気下に５００時間及び８
０°、ドライ雰囲気下に５００時間放置した場合のその前後における光透過率の変化率が
絶対値に基づいて３％以下、更には１％以下、偏光度の変化率は絶対値に基づいて１％以
下、更には０．１％以下であることが好ましい。
【０１０７】
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　本発明に用いる偏光板は、その最表面が防汚性及び耐擦傷性を有する反射防止膜を有し
ていてもよい。反射防止膜は、従来公知のいずれのものも用いることができる。
【０１０８】
［楕円偏光板］
　また、本発明には、光学異方性層を有する楕円偏光板を用いてもよい。例えば、保護フ
イルム、偏光フイルム及び前記光学補償シートをこの順で積層した楕円偏光板を、光学補
償シートを液晶セル側にして、液晶表示装置内に配置してもよい。かかる構成の楕円偏光
板では、光学補償シートの支持体（ポリマーフイルム）が、偏光フイルムの保護フイルム
を兼ねている。楕円偏光板は、液晶表示装置にそのまま組み込める様に、液晶セルを構成
している一対の基板と略同一な形状に成型されているのが好ましい（例えば、液晶セルが
矩形状ならば、楕円偏光板も同一な矩形状に成型されているのが好ましい）。
【０１０９】
［バックライト］
　液晶表示装置は液晶セルを通過する光のＯＮ、ＯＦＦ遮断で表示を行うが、透過型とし
て使用する場合は、冷陰極あるいは熱陰極蛍光管、あるいは発光ダイオード、フィールド
エミッション素子、エレクトロルミネッセント素子を光源とするバックライトを背面に配
置することがで、明るく鮮やかな表示装置となる。
　バックライトには、携帯端末やノートパソコンに使用される表示装置に使われるサイド
エッジ型バックライトと、テレビなどの表示装置に使われる直下型バックライトがある。
サイドエッジ型は導光板の端部に蛍光灯が１本あるいは２本配置された形状で、バックラ
イトの装置厚さを小さくできる長所がある。一方直下型バックライトでは、必要輝度に応
じて蛍光灯の数を増やすことが可能であり、高輝度を得やすい。サイドエッジ型及び直下
型バックライトにおいて蛍光灯に代えて、発光ダイオード、フィールドエミッション素子
、エレクトロルミネッセント素子等を使用した構造も有効である。
　さらにバックライトの発光効率を高めるために、プリズム状やレンズ状の集光型輝度向
上シート（フイルム）を積層したり、偏光板の吸収による光ロスを改善する偏光反射型の
輝度向上シート（フイルム）をバックライトと液晶セルの間に積層したりしてもよい。ま
た、バックライトの光源を均一化させるための拡散シート（フイルム）を積層してもよく
、逆に光源に面内分布をもたせるための反射、拡散パターンを印刷などで形成したシート
（フイルム）を積層してもよい。バックライトは常時点灯するもの以外にも、間欠点灯す
るもの、バックライトを複数の領域に分割して発光させるものがある。また発光方法を画
像イメージと関連づけて調光すること可能である。バックライトが複数の領域に分かれ、
おのおのが異なった発光（輝度及び色）をする構造であってもよい。
【０１１０】
［フィールドシーケンシャル］
　液晶表示装置によるフルカラー表示の方式には、空間混合方式と時間差混合方式があり
、後者はフィールドシーケンシャル方式と呼ばれ，いずれの方式でも有効である。
空間混合方式は赤（Ｒ）、緑（Ｇ）、青（Ｂ）の波長領域の光を重ねる加法混色を基本原
理とし、ＬＣＤにおいて、Ｒ・Ｇ・Ｂにそれぞれ光る画素を近接して配置するとともに、
各画素の輝度を変えることにより、これらの色を任意に混色して、任意の色光を得るもの
である。また、空間混合方式によるＬＣＤにおいては、一般的にカラーフィルタが用いら
れている。しかしカラーフィルタは光の吸収で色表示を行うため透過率が低く、消費電力
の点ではフィールドシーケンシャルバックライトのほうが優れる。
　フィールドシーケンシャル方式とは、「時分割」による混色を利用したカラー表示方式
である。すなわち、二色以上の光を継続的に切り替えて発光させ、かつ、その切り替えの
速さを人間の目の時間的分解能を越えた速さとした場合に、人間が上述の二色以上の色を
混色して認識することを応用した方式である。
　フィールドシーケンシャル方式のフルカラーＬＣＤにおいては、動画表示におけるフィ
ールド毎に、それぞれ、バックライトをＲ・Ｇ・Ｂ三つの発光色（４色以上の発光色を使
う場合もある）のうち一つの発光色で発光可能とするとともに、フィールド毎に継続的に
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各発光色を切り替えて（時分割して）発光させ、その切り替えの速さを充分に速くするこ
とにより任意の色光を得るようになっている。
【０１１１】
［アプリケーション］
　本発明の液晶表示装置は、画像直視型、画像投影型や光変調型が含まれる。画像直視型
にはノートパソコン、パソコン用モニターなどのＯＡ機器、テレビなどのマルチメディア
用ディスプレイ、カーナビゲーション、携帯電話、携帯端末、時計型端末、ウェアラブル
ディスプレイ等の小型表示装置に有効である。さらにはアミューズメント機器の表示装置
や会議用の縦置きや床置きの大型表示装置にも有効である。
　画像投影型はスクリーンに直接投影するフロントプロジェクター型とスクリーンの背面
から投影するリヤプロジェクター型がある。またＬＥＤ光源等を用いた携帯型のプロジェ
クターにも有効である。
　光変調型は、３次元ディスプレイや高臨場感型ディスプレイとよばれる表示装置に有効
である。例えば液晶セルを２枚用いた３次元ディスプレイや複数のリヤプロジェクターか
らなる円筒型３次元ディスプレイに有効である。
【実施例】
【０１１２】
　以下に実施例を挙げて本発明をさらに具体的に説明する。以下の実施例に示す材料、使
用量、割合、処理内容、処理手順等は、本発明の趣旨を逸脱しない限り、適宜、変更する
ことができる。従って、本発明の範囲は以下に示す具体例に限定されるものではない。
【０１１３】
＜ＩＰＳモード液晶セルの作製＞
　一枚のガラス基板上に、隣接する電極間の距離が２０μｍとなるように電極を配設し、
その上にポリイミド膜を配向膜として設け、ラビング処理を行なった。別に用意した一枚
のガラス基板の一方の表面にポリイミド膜を設け、ラビング処理を行なって配向膜とした
。二枚のガラス基板を、配向膜同士を対向させて、基板の間隔（ギャップ；ｄ）を４．０
μｍとし、二枚のガラス基板のラビング方向が平行となるようにして重ねて貼り合わせ、
次いで屈折率異方性（Δｎ）が０．０７６９及び誘電率異方性（Δε）が正の４．５であ
るネマチック液晶組成物を封入した。液晶層のｄ・Δｎの値は３１０ｎｍであった。
【０１１４】
＜偏光フイルムの作製＞
　ＰＶＡフイルムの両面を水流２リットル／分で、イオン交換水にて洗浄し、エアーブロ
ーして表面水分を飛ばし表面に付着している異物を０．５％以下にした後、該ＰＶＡフイ
ルムをヨウ素１．０ｇ／リットル、ヨウ化カリウム６０．０ｇ／リットルの水溶液に２５
°にて９０秒浸漬し、さらにホウ酸４０ｇ／リットル、ヨウ化カリウム３０ｇ／リットル
の水溶液に２５℃にて１２０秒浸漬後、テンター延伸機に導入し、４０℃、９５％雰囲気
下で７．０倍に一旦延伸した後、５．３倍まで収縮させ、以降幅を一定に保ち、６０℃で
乾燥した後テンターより離脱した。延伸開始前のＰＶＡフイルムの含水率は３０％で、乾
燥後の含水率は１．５％であった。また、延伸前のＰＶＡフイルムの弾性率は４０℃、９
５％雰囲気下で３５Ｍｐａであった。
【０１１５】
［実施例１］
（偏光板の作製）
　上側偏光板は、アクリル系接着剤を用いて、上記で作製した偏光フイルムの両側にセル
ロースアシレートフイルム（Ｒｅ＝０．５ｎｍ、Ｒｔｈ＝０．２ｎｍ）を、その遅相軸と
偏光フイルムの吸収軸とが平行状態となるように接着して作製した。
　下側偏光板は、アクリル系接着剤を用いて、上記で作製した偏光フイルムの両側にセル
ロースアシレートフイルム（Ｒｅ＝０．５ｎｍ、Ｒｔｈ＝０．２ｎｍ）を、接着して作製
した。保護フイルムの遅相軸と偏光フイルム吸収軸との交差角を±２°以内で交差させて
積層した。
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【０１１６】
（液晶表示装置の作製）
　液晶セルの両側の面に偏光板を粘着剤で積層して液晶表示装置を作製した。視認側の偏
光板（上側偏光板）は電圧無印加時に液晶セル内の液晶組成物の異常光屈折率方向と、偏
光板の吸収軸とが直交するように積層した。また視認側及びバックライト側の偏光板の吸
収軸を直交させて配置した。
【０１１７】
（カラーフィルタの作製）
　液晶セルを構成する二枚のガラス基板のうち一枚の表面に、特開平１０－２２１５１８
号公報に記載の方法で、富士写真フイルム社製のトランサーカラーフィルタを利用して、
カラーフィルタを形成した。トランサーカラーフィルタの表面凸凹は０．２ミクロン以下
であった。
　この時、青、緑、赤のカラーフィルタの各色の厚みを変えることによって、各着色層の
厚さ方向のレタデーションＲｔｈを変え、青層（４５０ｎｍ）のＲｔｈを８ｎｍ、緑層（
５５０ｎｍ）のＲｔｈを１ｎｍ、赤層（６５０ｎｍ）のＲｔｈを５ｎｍとした。
【０１１８】
（液晶表示装置の光学性能）
　作製した液晶表示装置をＲＧＢ３色のＬＥＤ光源からなるフィールドシーケンシャルバ
ックライト上に配置し、液晶セルに白表示電圧２Ｖ、黒表示電圧５Ｖを印加して輝度計（
トプコン社製ＳＲ－３）を用いて、パネル正面のコントラスト比（白表示透過率と黒表示
透過率の比）と、極角６０°で方位角０～３６０°を５°間隔で黒表示の透過率を測定し
、最大透過率を表１に示す。同表の結果より、青、緑、赤の表示において漏れ光が少なく
、斜め方向からの観察で着色が少なかった。
【０１１９】
［実施例２］
　実施例１において、青、緑、赤のカラーフィルタの各色の厚みを変えて、各着色層の厚
さ方向のレタデーションＲｔｈを変え、青層（４５０ｎｍ）のＲｔｈを１２ｎｍ、緑層（
５５０ｎｍ）のＲｔｈを５ｎｍ、赤層（６５０ｎｍ）のＲｔｈを１５ｎｍとし、他の構成
は同じとした。
　本実施例の液晶表示装置は、実施例１の液晶表示装置と比較してさらに、各色での斜め
方向透過率が減少していて、着色が改善されていた。
【０１２０】
［比較例］
　実施例１において、カラーフィルタを積層しないで測定を行い、同様に各色の漏れ光を
観察した。結果を表１に示す。同表に示す結果より、特に、黒標示時の赤の透過率が大き
く、赤色に着色していたことが理解できる。
【０１２１】
【表１】

【図面の簡単な説明】
【０１２２】
【図１】本発明の液晶表示装置の一例を示す概略図である。
【図２】本発明の液晶表示装置の一例を示す概略断面図である。
【図３】本発明の液晶表示装置の一例を示す概略断面図である。
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【符号の説明】
【０１２３】
　１　　　上側偏光板保護フイルム
　２　　　上側偏光板保護フイルムの遅相軸方向
　３　　　上側偏光板偏光フイルム
　４　　　上側偏光板偏光フイルム吸収軸
　５　　　上側偏光板液晶セル側保護フイルム
　６　　　上側偏光板液晶セル側保護フイルムの遅相軸方向
　７　　　光学異方性フイルム
　８　　　光学異方性フイルム遅相軸
　９　　　液晶セル上側基板
１０　　　上側基板液晶配向用ラビング方向
１１　　　液晶分子（液晶層）
１２　　　液晶セル下側基板
１３　　　下側基板液晶配向用ラビング方向
１４　　下側偏光板液晶セル側保護フイルム
１５　　下側偏光板液晶セル側保護フイルムの遅相軸方向
１６　　下側偏光板偏光フイルム
１７　　下側偏光板偏光フイルムの吸収軸
１８　　下側偏光板保護フイルム
１９　　下側偏光板保護フイルムの遅相軸方向
２０　　バックライトユニット
２０ａ　光源ランプ
２１　　上側偏光板
２２　　下側偏光板
２３、２３’　　印加電界方向
２４　　線状電極
２５　　絶縁層
２６　　電極
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